
証券コード　9854
平成30年６月８日

株 主 各 位
大阪市天王寺区大道四丁目９番12号

愛 眼 株 式 会 社
代表取締役社長 下 條 三千夫

第58期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第58期定時株主総会を下記により開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水曜日）
午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日　　　時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時

２．場　　　所 大阪市天王寺区石ヶ辻町19番12号

ホテルアウィーナ大阪「金剛の間」（４階）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第58期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事
業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第58期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
　　　議　　　案　剰余金の処分の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。また、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげ
ます。
◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト(http://www.aigan.co.jp)に掲載させていただきます。
◎本招集ご通知に際し提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類
の「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト(http://www.aigan.co.jp)に掲載しておりますので、本招集ご通知
添付書類には記載しておりません。従って、本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成す
るに際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。
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（添付書類）

事 業 報 告

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国の政策動向、朝鮮半島情勢

の緊迫化など先行きが不透明な情況が続くなか、企業収益や雇用・所得環

境が改善し、景気は引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。個人

消費につきましても、緩やかに回復してきており、消費者マインドも改善

傾向にあるものの、可処分所得の伸び悩みや社会保険料の負担増などに加

え、消費者物価が前年比プラスに転じたことが実質購買力に対する下押し

圧力として作用し、消費者の生活防衛意識や節約志向が依然根強く続いて

おります。

このような状況のもと、当社グループは、お客様からの支持・信頼の獲

得に焦点を当てた諸施策による事業収益の拡大と経費コントロールなどに

よる経営効率の向上を進めることで、成長軌道のスタート点である黒字化

に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度における経営成績は、主に眼鏡小売事業の既

存店売上が順調に推移したことにより、売上高は16,344百万円（前期比

2.4％増）となり、売上総利益率は0.3ポイント改善しました。一方、人件

費が増加したものの、広告宣伝費の効率的な運用など経費コントロールの

徹底に努めたことにより、販売費及び一般管理費は11,092百万円（前期比

0.3％増）となり、営業利益は239百万円（前期は営業損失51百万円）、経

常利益は317百万円（前期は経常利益11百万円）となりました。また、特別

利益として投資有価証券売却益40百万円、特別損失として減損損失59百万

円を計上したため、親会社株主に帰属する当期純利益は181百万円（前期は

親会社株主に帰属する当期純損失390百万円）となりました。

－ 2 －



当社グループにおける事業セグメントごとの状況は次のとおりです。

【眼鏡小売事業】

当社グループの中核事業である国内眼鏡小売事業につきましては、お客

様の趣味やファッション、ライフスタイルに合った最適な素材・機能をも

つ商品を的確にアドバイスする「アイスタイリング・サービス」を主軸に

した愛眼ブランドの強化に取り組み、お客様に高い専門性と満足感を実感

していただける店舗運営を目指してまいりました。また、各種広告媒体の

活用やイベント企画など様々な情報発信手法を駆使した販売促進策によっ

て、集客の拡大に努めてまいりました。

商品につきましては、「目の健康」をテーマとした快適で機能的なレン

ズやフレームなどの高付加価値商品を増強し、また、価格志向、品質・性

能・デザイン性重視など幅広い年齢層のお客様の多様なニーズに即した商

品の開発に注力することで、品質・価格の両面で競争力のある品揃えの拡

大に取り組んでまいりました。

売上高につきましては、既存店の客数は前期比で若干増加し、商品の品

揃えの拡充により販売単価が改善した結果、増収となりました。品種別で

は、サングラスは夏場の天候不順の影響もあり、前期比では僅かながら減

少しました。一方、補聴器は販売促進を強化したことに加え、店舗におけ

るレンタルサービスとアフターケアが好評を得て、順調に推移しました。

店舗につきましては、５店舗を新たに出店、不採算店を中心に９店舗を

閉店したほか、計画的な既存店の活性化を進め、13店舗で改装を実施しま

した。

この結果、眼鏡小売事業における売上高は15,546百万円（前期比3.1％

増）、セグメント利益は330百万円（前期はセグメント利益20百万円）とな

りました。

【眼鏡卸売事業】

眼鏡卸売事業につきましては、得意先小売店に対する販売支援とともに、

新規取引先の開拓に取り組みましたが、売上高は479百万円（前期比7.6％

減）となり、セグメント利益は１百万円（前期比61.3％減）となりました。

－ 3 －



【写真館事業】

写真館（名称：愛写館）３店舗を営む写真館事業につきましては、第１

四半期に横浜本店を改装するとともに、撮影バリエーションの充実や外販

活動の強化などの売上向上策に取り組みましたが、競争の激化により厳し

い状況が続いております。

この結果、写真館事業における売上高は162百万円（前期比10.1％減）、

セグメント損失は39百万円（前期はセグメント損失２百万円）となりまし

た。

【海外眼鏡販売事業】

海外眼鏡販売事業につきましては、経営環境が引き続き厳しい状況にあ

るなか、既存店の活性化や商品ラインナップの拡充等に取り組み、採算の

改善に努めましたが、店舗数の減少に伴い売上高は157百万円（前期比

10.6％減）、セグメント損失は13百万円（前期はセグメント損失13百万円）

となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資は、総額250百万円

となりました。その主なものは、店舗の新設、既存店舗の改装などであり

ます。

③　資金調達の状況

重要な資金調達はありません。
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(2) 対処すべき課題

当社グループは、お客様からの支持・信頼の獲得に焦点を当てた諸施策

による事業収益の拡大を最重要課題とし、経営資源の効率的活用を進める

ことで、成長軌道の一段高いステージへのステップアップを図ってまいり

ます。

眼鏡小売事業につきましては、高齢化や健康意識の高まりなどの社会の

変化にきめ細やかに対応した商品の開発を進め、素材・機能面において高

品質で付加価値の高い商品の品揃えの拡充に取り組んでまいります。また、

愛眼ブランドの競争優位性を発揮する鍵となる「アイスタイリング・サー

ビス」のさらなる進化・発展を図り、ブランド力の強化に継続して取り組

んでまいります。

店舗につきましては、お客様にとって利便性が高い眼鏡チェーン店を目

指し、５店舗の出店と、既存店の活性化を中心に約20店舗の改装を計画し

ております。また、不採算店舗１店の閉店を予定しております。

次期は、これらの営業戦略を推進し、売上高の伸長を図りつつ、コスト

削減をさらに進めることで、収益基盤の強化を図ってまいります。

眼鏡卸売事業につきましては、眼鏡小売店等に対する新規開発商品の投

入や販売支援を通じて得意先の深耕を図るとともに、新規取引先の開拓に

努めてまいります。

写真館事業につきましては、写真集の品質向上や成人式の新作振袖オー

ダーレンタルなど、お客様満足度向上策を推進するとともに、様々な販売

促進ツールを活用して、地域のお客様への認知度アップを図ることによっ

て、売上高の向上を目指してまいります。

海外眼鏡販売事業につきましては、厳しい状況が続きますが、既存店の

活性化や経費の見直し等を進め、採算の改善に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、こうした当社の取り組みに対するご理解

を賜りますとともに、今後とも相変わりませぬご支援、ご高配を賜ります

ようお願い申しあげます。
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(3) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況

区　分
第55期

(平成27年３月期)
第56期

(平成28年３月期)
第57期

(平成29年３月期)

第58期
(当連結会計年度)
(平成30年３月期)

売 上 高(百万円) 15,988 16,563 15,957 16,344

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △341 210 11 317

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は
親会社株主に帰属す
る当期純損失(△)

(百万円) △1,237 43 △390 181

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △63.76 2.24 △20.11 9.34

総 資 産(百万円) 17,429 17,334 16,773 16,849

純 資 産(百万円) 14,436 14,438 13,991 14,171

１株当たり純資産額(円) 743.78 743.90 720.88 730.18

②　当社の財産及び損益の状況

区　分
第55期

(平成27年３月期)
第56期

(平成28年３月期)
第57期

(平成29年３月期)

第58期
（当事業年度）
(平成30年３月期)

売 上 高(百万円) 15,597 16,184 15,588 15,988

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △345 209 9 310

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

(百万円) △1,228 44 △382 160

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △63.30 2.31 △19.68 8.28

総 資 産(百万円) 17,273 17,193 16,654 16,700

純 資 産(百万円) 14,364 14,373 13,945 14,102

１株当たり純資産額(円) 740.08 740.59 718.51 726.63
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(4) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係
該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ネ オ ッ ク 株 式 会 社 64百万円 100.0％ 国内における眼鏡小売

北 京 愛 眼 眼 鏡
有 限 公 司

10百万元 100.0％
中華人民共和国における眼鏡
卸・小売

(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

当社グループは、眼鏡・サングラス・その他関連商品を取り扱う眼鏡専門
店チェーンと写真館を展開しております。

(6) 主要な営業所（平成30年３月31日現在）

①　当社
・本社：大阪市天王寺区
・店舗：眼鏡店　　236店舗

写真館　　 ３店舗
②　子会社
ⅰ　ネオック株式会社
・本社：大阪市阿倍野区
・店舗：眼鏡店　　 ８店舗

ⅱ　北京愛眼眼鏡有限公司
・本社：中華人民共和国北京市
・店舗：眼鏡店　　 ５店舗
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(7) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

796（426) 名 11名減（19名減）

（注）　従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員

を外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

744（416) 名 ４名減 (21名減) 44歳３ヵ月 20年５ヵ月

（注）　従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員

を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 60,000,000株

(2) 発行済株式の総数 21,076,154株

（自己株式1,667,675株を含む）

(3) 株主数 20,740名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 佐 々 興 産 2,138千株 11.02％

愛 眼 共 栄 会 845 4.36

愛 眼 従 業 員 持 株 会 765 3.94

株 式 会 社 瑞 635 3.27

佐 々 栄 治 634 3.27

佐 　 々 　 千 恵 子 442 2.28

佐 　 々 　 善 二 郎 399 2.06

野村信託銀行株式会社(投信口) 345 1.78

下 　 條 　 三 千 夫 315 1.63

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 )

300 1.55

（注）持株比率は、自己株式（1,667,675株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 佐 々 栄 治 北京愛眼眼鏡有限公司董事長

代表取締役社長 下　條　三千夫

取 締 役 菅 野 忠 司 経営企画室長

取 締 役 下 條 謙 二 営業本部長

取 締 役 佐 々 昌 俊 管理本部長

取 締 役 森 重 洋 一 株式会社のぞみ合同会計社代表取締役

常 勤 監 査 役 叶 　 雅 文

監 査 役 吉 岡 一 彦 ＣＯＲＥ法律事務所代表

監 査 役 山 田 吉 隆
公益社団法人天王寺納税協会専務理事
山田吉隆税理士事務所代表

（注）１．取締役森重洋一氏は、社外取締役であります。

２．監査役吉岡一彦氏及び山田吉隆氏は、社外監査役であります。

３．監査役吉岡一彦氏は、弁護士の資格を有しており、法務全般に関する

相当程度の知見を有しております。

４．監査役山田吉隆氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。

５．当社は、森重洋一氏、吉岡一彦氏及び山田吉隆氏の３名を株式会社東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。

－ 10 －



(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役 6名 62百万円

監 査 役 3名 8百万円

合 計 9名 71百万円

（注）１．上記の報酬等の総額に、社外役員３名の４百万円を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、昭和63年６月29日開催の第28期定時株主総会

において年額300百万円以内（但し、使用人兼務取締役の使用人分給与

は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第34期定時株主総会

において年額40百万円以内と決議いただいております。
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(3) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

・取締役森重洋一氏は、株式会社のぞみ合同会計社の代表取締役を兼務し

ております。なお、当社と同社との間には特別の関係はありません。

・監査役吉岡一彦氏は、ＣＯＲＥ法律事務所の代表を兼務しております。

なお、当社と同事務所との間には特別の関係はありません。

・監査役山田吉隆氏は、公益社団法人天王寺納税協会の専務理事及び山田

吉隆税理士事務所の代表を兼務しております。なお、当社と同協会及び

同事務所との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

・取締役森重洋一氏は、当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、取

締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するために必要な発言を適宜

行っております。

・監査役吉岡一彦氏は、当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、ま

た、監査役会８回全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地から必

要な発言を適宜行っております。

・監査役山田吉隆氏は、当事業年度開催の取締役会16回全てに出席し、ま

た、監査役会８回全てに出席し、主に税理士としての専門的見地から必

要な発言を適宜行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額として

おります。なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該取締役及び

監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失が

ないときに限られます。
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５．会計監査人の状況

(1) 名　　　　　　　称　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報  酬  等  の  額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

25百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と
金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額に
はこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料
の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容（監査時
間・配員等）、前事業年度における会計監査の職務遂行状況及び報酬
見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等の額につい
て同意しております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1)業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとお
りであります。
①　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
コンプライアンス体制の基礎として、行動基準及びコンプライアンス規

程を定め、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の整
備及び維持を図ることとする。また、必要に応じて各担当部署にて、規則・
ガイドラインの策定、研修の実施を行うものとする。
内部監査室は執行部門から独立した立場で、各部門の業務執行コンプラ

イアンス状況等について監査を実施し、コンプライアンス委員会に結果報
告を行う。
社内において、コンプライアンスに違反する行為又は行動基準に反する

問題が生じた場合、担当窓口に相談・通報できるように、内部通報制度を
整備することとする。
監査役は当社の法令遵守体制及び内部通報制度の運用に問題があると認

めたときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる
ものとする。
反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を持たないことを基

本とし、また、反社会的勢力からのアプローチや不当な要求を受けた場合
には、警察、顧問弁護士等と連携を図りながら組織的に対応することとす
る。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法令及び社内規定に基づき、情報を文書又は電子媒体にて保存・管理を

行う。取締役及び監査役は、これらの情報を常時閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、同規程に従った

リスク管理体制を構築する。リスク管理委員会を設置し、当社の業務執行
に係る個々のリスクを確認し、その把握と管理、個々のリスクの防止策に
ついての体制を整える。不測の事態が発生した場合は、対策本部を設置し、
迅速な対策を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整
える。
財務報告の信頼性を確保するための体制として、当該財務報告に係る内

部統制の整備・運用状況の評価の実施を内部監査室が統括し、是正措置を
構築していく中で、各業務部署の責任の下で有効かつ効率的な整備・運用
を図っていくものとする。

－ 14 －



④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

定時取締役会を月１回定時に開催し、重要事項の決定並びに取締役の業

務執行状況の監督等を行う。また、必要に応じて適宜機動的に臨時取締役

会を開催する。

経営方針及び経営戦略に係る重要事項については、取締役が出席する経

営会議を毎月１回開催し、多面的な検討を行い、その審議を経て執行の決

定を行うものとする。

業務執行については、営業本部長及び管理本部長が社長との連携のうえ、

各部門長の執行を監督する。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

グループ企業に適用する行動指針として、当社行動基準をグループ企業

にも適用し、当社のコンプライアンス体制の監視・監督を受けるものとす

る。

当社の取締役等が子会社の役員に就任し、その職務遂行状況の報告を定

期的に受けるものとする。

子会社の重要な決定事項には、事前に協議検討し、子会社の取締役等の

職務の執行が効率的に行われることを確保する。

社内規程に基づき、主管する部門を通じて業務運営やリスク管理等につ

いて、子会社への指導・支援を行う。また、定期的に財務状況等の報告を

受けるものとする。

監査役と内部監査室は連携のうえ、子会社の監査を実施するものとする。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する

事項及びその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助するため、必要に応じて監査役の職務を補助すべき

使用人として、当社の使用人から監査役補助者を任命する。監査役補助者

の任命、異動、人事考課等については監査役会の承認を得なければならな

い。

監査役より、監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関し

て、取締役及び内部監査室長の指揮命令を受けない。
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⑦　当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、そ

の他の監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社及び子会社の取締役及び使用人は会社の業務又は業績に影響を与え

る重要な事項について監査役にその都度報告するものとする。

監査役に報告した者に対して報告したことを理由として不利な取扱いを

行わないこととする。

監査役は取締役会のほか経営会議等に出席するとともに、重要な業務執

行に係る重要文書を閲覧し、必要に応じて当社及び子会社の取締役及び使

用人にその説明を求めることとする。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項

当社は、監査役がその職務の執行について、費用の前払等を請求したと

きは当該費用等が監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除

き、速やかに当該費用又は債務を処理することとする。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会、内部監査室及び会計監査人は、連携を密にし、必要の都度お

互いに意見交換・情報交換を実施し、監査の効率性、有効性を高めるもの

とする。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度の業務の適正を確保するための体制の運用状況の主な概要は、以
下のとおりであります。

①　コンプライアンス・リスク管理について

　コンプライアンス規程に基づきコンプライアンス委員会、リスク管理規

程に基づきリスク管理委員会を設置し、当事業年度においてコンプライア

ンス委員会を５回、リスク管理委員会を５回開催しております。その中で

コンプライアンス管理の充実やリスクへの対応の強化について問題点の抽

出や解決策等を討議し、必要に応じて代表取締役へ報告することとしてお

ります。また、内部通報制度の運用状況のレビューも行いました。

　反社会的勢力の排除については、新規取引先との契約締結時に反社会的

勢力排除条項の契約書への記載を必須としているほか、警察等の外部専門

機関や関連団体との情報交換を継続的に実施しました。
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②　重要な会議の開催状況について

　毎月１回開催される定時取締役会において、事業の健全な発展と業務の

適正化を図るため、経営課題等についての討議を行っております。

　更に、意思伝達の迅速化と統一のため、毎月１回開催される経営会議に

おいて社内の連携強化と情報の共有化を図っております。

③　取締役の職務執行について

　取締役会は16回開催し、各議案についての審議、業務執行状況の監督を

行い、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確保

されております。

④　監査役の職務執行について

　監査役会は８回開催し、監査に関する重要な事項について報告を受け、

協議・決議を行っております。

また、監査役は、取締役会のほか常勤監査役を中心に経営会議等の重要

な会議に出席し、稟議書等の閲覧を毎月行っており、監査の実効性の向上

を図っております。

⑤　内部監査の実施について

　内部監査室は年度監査計画に基づき、職務執行の状況、規程の運用状況、

コンプライアンスへの適合性等について内部監査を実施いたしました。

　財務報告の信頼性に関する評価並びに各部署における業務プロセスの運

用状況については、内部監査室が計画的に実施する業務プロセス監査にお

いて検証を行っております。

また、その状況や結果については、代表取締役及び監査役会に報告して

おります。

７．会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無形固定資産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷金及び保証金

そ の 他

8,636

5,014

937

300

2,177

36

173

△3

8,213

3,076

1,022

1,887

17

149

49

38

10

5,087

1,050

3,400

636

流 動 負 債 1,999

支払手形及び買掛金 540

未 払 法 人 税 等 186

賞 与 引 当 金 120

そ の 他 1,152

固 定 負 債 678

繰 延 税 金 負 債 49

再評価に係る繰延税金負債 6

資 産 除 去 債 務 336

リ ー ス 債 務 124

そ の 他 160

負 債 合 計 2,677

（純資産の部）

株 主 資 本 16,497

資 本 金 5,478

資 本 剰 余 金 6,962

利 益 剰 余 金 5,108

自 己 株 式 △1,050

その他の包括利益累計額 △2,325

その他有価証券
評 価 差 額 金

113

土地再評価差額金 △2,471

為替換算調整勘定 31

純 資 産 合 計 14,171

資 産 合 計 16,849 負債純資産合計 16,849

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 16,344

売 上 原 価 5,012

売 上 総 利 益 11,332

販売費及び一般管理費 11,092

営 業 利 益 239

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 23

受 取 家 賃 66

そ の 他 44 135

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1

固 定 資 産 除 却 損 6

店 舗 閉 鎖 損 失 6

賃 貸 費 用 41

そ の 他 1 57

経 常 利 益 317

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 40 40

特 別 損 失

減 損 損 失 59 59

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 297

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 114

法 人 税 等 調 整 額 1 116

当 期 純 利 益 181

非支配株主に帰属する当期純利益 -

親会社株主に帰属する当期純利益 181

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,478 6,962 4,926 △1,050 16,316

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

181 181

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 181 △0 181

当 期 末 残 高 5,478 6,962 5,108 △1,050 16,497

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 116 △2,471 29 △2,325 13,991

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

181

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△3 2 △0 △0

当 期 変 動 額 合 計 △3 － 2 △0 180

当 期 末 残 高 113 △2,471 31 △2,325 14,171

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社出資金

敷金及び保証金

そ の 他

8,327

4,798

11

913

300

2,108

35

106

56

△3

8,372

3,062

998

16

147

1,882

17

49

10

38

5,261

1,040

201

0

86

3,305

627

流 動 負 債 1,937

支 払 手 形 161

買 掛 金 341

未 払 金 401

未 払 法 人 税 等 184

前 受 金 330

賞 与 引 当 金 120

そ の 他 398

固 定 負 債 659

繰 延 税 金 負 債 49

再評価に係る繰延税金負債 6

資 産 除 去 債 務 324

リ ー ス 債 務 124

そ の 他 154

負 債 合 計 2,597

（純資産の部）

株 主 資 本 16,460

資 本 金 5,478

資 本 剰 余 金 6,962

資 本 準 備 金 6,962

利 益 剰 余 金 5,070

利 益 準 備 金 347

その他利益剰余金 4,723

別 途 積 立 金 4,939

繰越利益剰余金 △215

自 己 株 式 △1,050

評価・換算差額等 △2,357

その他有価証券
評 価 差 額 金

113

土地再評価差額金 △2,471

純 資 産 合 計 14,102

資 産 合 計 16,700 負債純資産合計 16,700

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 15,988

売 上 原 価 4,956

売 上 総 利 益 11,032

販売費及び一般管理費 10,806

営 業 利 益 226

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 14

受 取 家 賃 65

そ の 他 58 138

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1

固 定 資 産 除 却 損 6

店 舗 閉 鎖 損 失 6

賃 貸 費 用 39

そ の 他 1 54

経 常 利 益 310

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 40 40

特 別 損 失

減 損 損 失 59

関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 16 76

税 引 前 当 期 純 利 益 274

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 111

法 人 税 等 調 整 額 1 113

当 期 純 利 益 160

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,478 6,962 6,962 347 4,939 △376 4,909 △1,050 16,299

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 160 160 160

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － － 160 160 △0 160

当 期 末 残 高 5,478 6,962 6,962 347 4,939 △215 5,070 △1,050 16,460

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 116 △2,471 △2,354 13,945

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 160

自己株式の取得 △0

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

△3 △3 △3

当期変動額合計 △3 － △3 157

当 期 末 残 高 113 △2,471 △2,357 14,102

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月17日

愛眼株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 浅 井 愁 星 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小松野　　　悟 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、愛眼株式会社の平成29年４月１日から平
成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、愛眼株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月17日

愛眼株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 浅 井 愁 星 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小松野　　　悟 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、愛眼株式会社の平成29年４月１日
から平成30年３月31日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第58期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び抜粋した事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

平成30年５月18日

愛 眼 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 叶 　 雅 文 ㊞

監　査　役（社外監査役）吉 岡 一 彦 ㊞

監　査　役（社外監査役）山 田 吉 隆 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議　　　案　剰余金の処分の件

第58期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに経営体質の強化

と将来の事業展開に備えた内部留保、安定配当の維持等を勘案いたしまして以

下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金３円　　　総額58,225,437円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月29日

以　上
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株主総会会場ご案内図

(会場)　大阪市天王寺区石ヶ辻町19番12号

ホテルアウィーナ大阪「金剛の間」（４階）

電話　０６(６７７２)１４４１

・近鉄大阪上本町駅14番出口より徒歩約３分

・地下鉄＜谷町線・千日前線＞谷町九丁目駅より徒歩約８分

地下鉄千日前線

上本町６丁目
交差点

上本町７丁目
交差点

至大阪城至東梅田

至天王寺 至天王寺

至
な
ん
ば

至
大
阪
難
波

至
鶴
橋

至
鶴
橋

地
下
鉄
谷
町
線

近鉄線
近鉄線

ローソン ドン・キホーテ

空港バスのりばハイハイタウン

大阪情報コンピュータ
専門学校

大阪国際交流センター

セブン
イレブン

大阪赤十字
病院

聖
バルナバ
病院

清風
学園

生玉南
交差点

上本町ＹＵＦＵＲＡ

近鉄百貨店

大阪新歌舞伎座

出口出口14

上
町
筋

谷
町
筋

大阪上本町駅

千日前通

Ｐ

ＰOIC

ホテルアウィーナ大阪

谷町
九丁目駅

(なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからず
ご了承くださいますようお願い申しあげます。 )


